
                西東京市市民協働推進センター 1 

平成 26 年度第２回運営委員会会議録（確定稿） 2 

 3 

■開催日時：平成 26 年 5月 20 日(火)午後 7時～8時 30 分 4 

■開催場所：イングビル 3階第 1,2 会議室 5 

■出席委員：池田委員、岸委員、熊田委員、紺野委員、坂口委員、谷委員、富沢委員、豊永委員、藤江6 

委員＜以上 9名、五十音順＞ 7 

■事務局 ：内田センター長、鈴木、栗山事務局長、丸木地域福祉課長、石井地域福祉推進係長、塚澤8 

主事 9 

 10 

1．報 告 事 項 11 

1．業務報告について 12 

事務局より、4 月期の主催事業、ホームページアクセス数、新規登録団体、市民活動相談状況13 

について説明があった。 14 

委員長：NPO 法人会計基準だが、日本 NPO センターが会計基準協議会の代表と事務局をしているが、現15 

時点では経過措置ということで、従来の収支計算書での決算でもまだ構わないが、徐々に移行16 

していくことになる。2012年と2013年に全国の18000～19000団体を対象に調査した結果、201217 

年は完全に会計基準に沿った団体は 2％であったが、2013 年では 10％を超える形になってきた。18 

収支計算書を活動計算書に名前を変えただけの団体では５割を超えてきたのが現状である。活19 

動計算書は、企業の損益計算書に NPO 特有の取引を加えた形のもので、企業からみても分かり20 

易いものになっている。また、なにより NPO 法人の場合は情報公開をきちっとしなければなら21 

ない点を踏まえて NPO 側で作った会計基準になっている。懸案としては、福祉系の団体はそれ22 

に沿った書式もあるため 2度手間になることもあるが、全体的では NPO の会計基準はこれでや23 

っていく動きになっている。 24 

 25 

2．5月以降の事業について 26 

    事務局より、5月以降の実施事業について説明があった。 27 

委員長：NPO 市民フェスティバルの日程は、最終的には実行委員会で決めることになるのか。 28 

事務局：そうなる。 29 

 30 

 31 

2．審 議 事 項 32 

１．前回の会議録について 33 

委員長：特にご意見がないようなので、誤記を修正のうえ、確定稿とする。 34 

 35 

 36 

3．協 議 事 項 37 

1．NPO 市民活動ネットワークについて 38 

    事務局より、NPO 市民活動ネットワーク事業「交流の集い」（企画案）について説明があった。 39 

委員長：講師の所属するホールアース自然学校は、自然体験学習、環境教育では全国的にも有名な団体40 

である。 41 



委 員：過去 3回の反省点が活かされているという点、人の交替による組織の継続については聴く価値1 

があるのではないか。一つのテーマにみんなが集中した後に懇談会をやるスタイルは非常によ2 

いと思う。 3 

委 員：ファシリテーター（進行役）は誰かに決めているのか。 4 

事務局：対話ラボの方にお願いをしている。 5 

委 員：前回参加した時、西東京市で活動をまだ始めていないが、今後活動したいという団体があった。6 

ゆめこらぼでは交流会後そういう団体をフォローする仕組みはないのか。 7 

事務局：現在そこまではできていない。 8 

委員長：組織基盤強化がテーマであるなら、これから活動する人を参加対象に含めるのはそぐわないの9 

ではないか。対象の絞り込みをした方がよいのではないか。交流の集いを大きく取り上げてい10 

るので、当日交流目的で参加した方が場違いにならないようにする必要がある。団体運営にお11 

悩みの方が対象であるといった補足が必要ではないか。対象のスクリーニング（選別）と広報12 

の方法を考える必要がある。また、講演を聞いてワールドカフェだけでは問題解決をすること13 

が出来ない。その後の収束をゆめこらぼでどう対応するか検討する必要があるのではないか。 14 

事務局：開催後の受け皿に関しては検討する。 15 

委 員：チラシを見る限り大きな組織の話を聞いてもついて行けるのかどうか心配になる。悩んでいる16 

ことは組織まではいかなくて、仲間のモチベーションの持ち方、仲間で会を運営するにあたり17 

どうしたらうまくいくかくらいの話がよい。どのくらいの大きさの団体が参加対象なのか。 18 

事務局：組織という言葉を使用しているが、内容は共通認識としてもう一度団体の活動を見直すことな19 

どを考えている。組織の大小には関わらない内容になる。 20 

委 員：講師の方が大きな団体で、組織基盤強化という言葉を使われると参加がためらわれる。会員が21 

問題点を共有して、どうすれば団体の運営がうまくできるのかなどのノウハウを聞きたい。 22 

事務局：内容はそういう話になると思うが、チラシでの打ち出し方を工夫したい。 23 

委 員：組織基盤強化は人のモチベーションの上に成り立っている話なのでそういうところを強調して24 

話してもらうなど、委員長が懸念しているこれから市民活動をする方たちにも興味を持っても25 

らえるようにしてはどうか。 26 

委員長：対象団体の層を講師の方に話してイメージしてもらったらどうか。 27 

委 員：出来るだけこちらの情報を知らせた方がよい。 28 

委 員：団体の目的をもう一度見直す話をするなど講演について分かり易いタイトルにしてはどうか。 29 

 30 

    事務局より、まちづくり円卓会議の年間企画案について説明があった。 31 

委員長：今年度は昨年度のフォローと新たな取組みということで三案示してもらったが、意見はないか。 32 

委 員：今後のまちづくり円卓会議の進め方としては、そもそもまちづくり円卓会議はどういう経緯で33 

始まったのかを改めて確認する必要があるのではないか。 34 

事務局：平成 24 年度の新規事業として協働を進めるための地域連携促進事業のひとつとしてマルチス35 

テークホルダー（多種多様な利害関係者）の企画として始まったと解釈している。形が何もな36 

かったため、とにかくやってみるということからスタートした。昨年度は勉強することが一つ37 

とその理解者を増やすということで１年間試行錯誤をして方向づけをしてきた。 38 

委 員：3 つの案がある中で、どういう意図でまちづくり円卓会議を導入したのかがベースになって考39 

えるべきではないか。案 1、案 2、案 3 のどれにするのかは経緯による。案 1 のようにまちづ40 

くり円卓会議が他の場所でもできるようになるのが理想とは考える。案 3は行政を巻き込むと41 



いう点でおもしろいのではないか。誰でもできるようになるように手法の普及を目指すなら、1 

案 1になると思うが、何が源になってきたのか確認することで戦略が練れるのではないか。 2 

事務局：地域連携促進事業として、多様な立場の関係者が集い、地域課題の共有化と協働による解決の3 

ために取り組む、また、地縁組織とのパイプづくりに取り組むということで、受託する際に、4 

まちづくり円卓会議を提案している。 5 

委 員：案 1は厳しいのではないか。ゆめこらぼが一つの手法としてまちづくり円卓会議を使って協働6 

を推進すると解釈すると、試行的に何か具体的に取り組むのであれば案 2か案 3になるのでは7 

ないか。行政を入れるか入れないかと考えても案 2か案 3になるのではないか。 8 

事務局：資料の読み方だと思うが、協働による解決のために取組むという部分をどう解釈するかという9 

ことかと思う。中間支援組織としてのゆめこらぼのミッションという観点では、課題を解決す10 

ることが目的ではなく、協働による解決であるという意味合いで取り組んでいるのではないか。11 

案１のように協働を進めるために有効なツールとしていろいろ実施していくことで、課題その12 

ものを解決することではなく、協働を推進するためのツールを普及させる案として案１は提案13 

している。 14 

委 員：あくまで連携する手法としてまちづくり円卓会議を使うとのことだが、ただ具体的な課題がな15 

いと繋がりにくいので、特定の課題に特化したほうが連携しやすいことがある。ゆめこらぼで16 

問題解決を意図するよりは、トレンドに合ったテーマや具体的な課題を出して連携を図って行17 

くことを促していくのもゆめこらぼの役目だと思う。手法に力点をおくのか、繋がることに力18 

点をおくのかという点だが、案 2では繋がるための手段として具体的に課題を設定するのがよ19 

いのではないか。 20 

委員長：案１について言えば、まちづくり円卓会議という企画の中では年 3回しかできないが、行政と21 

NPO・市民活動や企業と NPO・市民活動の 2 者協働から多者協働に変わっていく流れのなかで、22 

別の企画、例えば NPO 市民活動ネットワークでやるなど、いろいろなところで盛り上げてもよ23 

いのではないか。この企画の中では具体的にシミュレーションとして行ってはどうか。行政が24 

入りやすいような仕組みを組立てることも考えてはどうか。 25 

委 員：小さなテーマでも止めずに続けることで、西東京市のまちづくり円卓会議として伝統に繋げて26 

いければよいのではないか。空家とかテーマによって行政の方も巻き込んでいくなど、やって27 

いくことが大切ではないか。 28 

委員長：いろいろな地域課題、買い物難民、生活困窮者の問題などいろいろなステークホルダーが関わ29 

り議論をする場にしてもよいのではないか。取り組んでいるさまざまな関係者がこの町で多い30 

テーマでもよい。この場で決める必要は無いが、個別具体的な小さいテーマを含めて実際やっ31 

てみることを中心に組み立てて行けばよいのではないか。 32 

 33 

2．来年度以降の事業について 34 

    今年度をもって西東京市市民協働推進センターの受託が終了するに当たり、次期受託について35 

の可否等の議論を行うため、事務局より説明があった。 36 

 37 

4．そ の 他  38 

1．次回運営委員会日程について 39 

日時：平成 26年 6月 17 日（火）19 時～21時 40 

会場：イングビル 3階 第 3,4 会議室 41 


